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1. 概要 

本資料は，Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」

にて設定している耐震評価方針に基づき，下位クラス設備である中央制御室天井照明が設計

用地震動に対して十分な構造強度を有していることを確認することで，下部に設置された上

位クラス施設である緊急時炉心冷却系操作盤，原子炉補機操作盤等に対して，波及的影響を

及ぼさないことを説明するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 配置概要 

中央制御室天井照明は，図2－1の位置関係図に示すように，上位クラス施設である主盤

及び原子炉補助盤等の上部に設置されており，落下時に緊急時炉心冷却系操作盤，原子炉

補機操作盤等に対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－1 中央制御室天井照明と緊急時炉心冷却系操作盤，原子炉補機操作盤等の位置関係図 

 

中央制御室天井照明（耐震評価範囲） 

緊急時炉心冷却系操作盤，原子炉補機操作盤等 
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2.2 構造計画 

中央制御室天井照明の構造計画を表2－1に示す。 

表2－1 構造計画 

 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

中央制御室天井照明は吊具

等を介して天井に接続され

ている。 

天井照明用の照明器具は，

中央制御室天井フロアに埋

め込まれたインサートから

吊ボルトにより吊られてお

り，吊具としてのレースウ

ェイとの接続は，ボルトに

て接続されている。 

また，照明器具より下方に

はルーバーが吊ボルトによ

りハンガー，メーンランナ

ーを介して吊られており，

各吊具はボルトにて接続さ

れている。 

 

 

 

吊ボルトとレースウェイ

による吊り下げ型の照明

装置 

 

 

 

吊ボルト（φ９） 

レースウェイ 

レースウェイ 

照明器具

ルーバー

メーンランナー 

吊ボルト（φ９） 

レースウェイ 

ハンガー 
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2.3 評価方針 

中央制御室天井照明の応力評価は，資料Ⅴ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」の「3. 耐震評価方針」に従い実施する。 

評価については，「2.2 構造計画」にて示す中央制御室天井照明の部位を踏まえ，「3. 

評価部位」にて設定する箇所において「4.4 固有周期」に示す固有振動数に基づく設計用

地震力により応力等が許容限界内に収まることを，「4.6 計算方法」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

中央制御室天井照明の構造を考慮し，一体構造物として3次元はりモデルによる有限要

素法解析を行う。中央制御室天井照明の耐震評価フローを図2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－2 中央制御室天井照明の耐震評価フロー 

解析モデル 

設 定 

３次元はり 

モデルの作成 

設計用地震力 

固有値解析 

有限要素法による応答解析 

地震力による応力 

中央制御室天井照明の 

構造強度評価 
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2.4 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補

－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.5 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 断面積 mm
2 

Ａｓｙ ｙ軸方向のせん断断面積 mm
2 

Ａｓｚ ｘ軸方向のせん断断面積 mm
2
 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

ν ポアソン比 － 

Fc コンクリートの設計基準強度 MPa 

Ｆｘ 解析から得られる軸力 N 

Ｆｙ 解析から得られるｙ軸まわりのせん断力 N 

Ｆｚ 解析から得れらるｚ軸まわりのせん断力 N 

fｔ 一次応力＋二次応力における許容引張応力 MPa 

fｂ 一次応力＋二次応力における許容曲げ応力 MPa 

fｓ 一次応力＋二次応力における許容せん断応力 MPa 

fｔ0 許容引張応力 1.5fｔ* MPa  

fｃ* 一次応力における許容圧縮応力 MPa 

fｔ* 一次応力における許容引張応力 MPa 

fｂ* 一次応力における許容曲げ応力 MPa 

fｓ* 一次応力における許容せん断応力 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

Ｉｙ 水平方向の断面二次モーメント mm
４
 

Ｉｚ 鉛直方向の断面二次モーメント mm
４
 

Ｊ ねじり剛性 mm
４
 

Ｍｘ 解析から得られるｘ軸まわりのねじりモーメント N･mm 

Ｍｙ 解析から得られるｙ軸まわりの曲げモーメント N･mm 

Ｍｚ 解析から得られるｚ軸まわりの曲げモーメント N･mm 

Ｚｐ 極断面係数 mm
3
 

Ｚｙ ｙ軸まわりの断面係数 mm
3 

Ｚｚ ｚ軸まわりの断面係数 mm
3 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σｔ 一次応力評価における引張応力 
MPa 

σｂ 一次応力評価における曲げ応力 
MPa 

σｃ 一次応力評価における圧縮応力 
MPa 

σｔ’ 一次応力＋二次応力評価における引張（圧縮）応力 
MPa 

σｔ’ 一次応力＋二次応力評価における曲げ応力 
MPa 

τ 一次応力評価におけるせん断応力 
MPa 

τ’ 一次応力＋二次応力評価におけるせん断応力 MPa 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

中央制御室天井照明は， 9φ吊ボルト，レースウェイ等を介して建屋躯体部から吊り下げ

る構造となっている。よって，中央制御室天井照明が落下することにより，波及的影響を及

ぼさないことを確認する観点から，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる9φ吊ボルト①～③，レースウェイ①～③について実施

する。中央制御室天井照明の耐震評価部位を図3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－1 中央制御室天井照明の耐震評価部位 

 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 中央制御室天井照明は，原子炉建屋躯体天井面に吊ボルトを介して設置されている。 

(2) 中央制御室天井照明の重量には，耐震評価部位である9φ吊ボルト及びレースウェイに加

えて，照明器具及びルーバーを考慮する。 

(3) 地震力は，固有値解析結果を踏まえて設定するものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

中央制御室天井照明の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－2に,重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－3に示

す。 

９φ吊ボルト① 

レースウェイ② 

レースウェイ③ 

照明器具

ルーバー

９φ吊ボルト③ 

レースウェイ① 

９φ吊ボルト② 
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4.2.2 許容応力 

中央制御室天井照明のうち9φ吊ボルトおよびレースウェイの許容応力を表4－4に

示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

中央制御室天井照明の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表4－5に,重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 
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表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 その他 
中央制御室 

天井照明 
Ｃ －＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

 

表 4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 その他 
中央制御室 

天井照明 
－ －＊1 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：その他の支持構造物荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表4－4 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2（ボルト等以外） 
許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ft＊ 1.5・fs＊ 1.5・fc＊ 1.5・fb＊ 1.5・ft＊ 1.5・fs＊ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界 

を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力 

     で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

9φ吊ボルト 

 周囲環境温度  － 215 400 － 

レースウェイ 

注記 ＊：新ＪＩＳにおける SS400 相当 

 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

9φ吊ボルト 

 周囲環境温度 － 215 400 － 

レースウェイ 

注記 ＊：新ＪＩＳにおける SS400 相当 
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4.3 解析モデル及び諸元 

中央制御室天井照明の解析モデルを図4－1に示す。 

(1) 解析モデルの諸元及び部材の断面性能を表4－7及び表4－8に示す。

(2) 解析モデルは，各部材を表4-9に示す要素を用いてモデル化する。なお，モデル化は基本

部材の軸心で行うものとする。 

(3) 計算機コードは，「ＭＳＣ Ｎａｓｔｒａｎ ２０１３．１．１」を使用し，固有値及び

荷重を求める。 

図4－1 中央制御室天井照明の解析モデル 
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表4－7 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 m kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

 

 

 

 

表 4－8 断面性能 

部位 
断面積 

A[mm2] 

せん断 

断面積 

断面二次 

モーメント 
断面係数 

Asy[mm2] Asz[mm2] Iy[mm4] Iz[mm4] Zy[mm3] Zz[mm3] Zp[mm3] 

9φ 

吊ボルト 

①～③ 

 

レース 

ウェイ 

①～③ 

 

AL 

メーン 

ランナー 
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表 4－9 使用要素 

部位 使用要素 使用材料 使用断面 備 考 

9φ吊ボルト 

①～④ 

レースウェイ 

①～③ 

AL メーン 

ランナー 

ハンガー 

①～③ 

照明器具 

アルミライト 

ルーバー 
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 4.4 固有周期 

計算機コード「ＭＳＣ Ｎａｓｔｒａｎ ２０１３．１．１」により求めた固有値解析の結

果を表4－10に示す。また，水平1次の振動モードを図4－2に示す。固有周期は0.05s以下であり

剛であることを確認した。 

表4－10 固有値解析結果 

次数 卓越方向 固有周期（ｓ） 

１ 水平 

２ 鉛直 

図4－2 振動モード図（水平1次モード） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震動又は地震力については，Ⅴ-2-1-5「波及的影響に係る基本方針」

の「5.3 地震応答解析」に基づき，上位クラス施設の設計に適用する地震動又は地震力として，

基準地震動ＳＳを適用する。 

基準地震動Ｓｓによる地震力は，「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 4－11 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)  基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 23.8＊1 
ＣＨ＝2.05 ＣＶ＝1.56 

注記 ＊1:基準床レベルを示す。 

 

表 4－12 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s)  基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋 

EL. 23.8＊1 
ＣＨ＝2.05 ＣＶ＝1.56 

注記＊1:基準床レベルを示す。 
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4.6 計算方法 

4.6.1 9φ吊ボルトの評価方法 

9φ吊ボルトは，引張，せん断，曲げについて評価を実施する。評価は，発生応力が許容

応力に収まることを確認する。以下に，発生応力の算出方法を示す。 

 

【引張応力 σt】 

 

σ
ｔ
＝Ｆ

ｘ
／Ａ 

 

【曲げ力 σb】 

 

σ
ｂ

=  Ｍｙ

Ｚ
ｙ

 +  Ｍｚ

Ｚ
ｚ

  
 

【せん断応力 τ】 

 

τ =   Ｆ
ｙ

Ａ
ｓｙ

  +  Ｆ
ａ

Ａ
ｓｚ

  +  Ｍｘ

Ｚ
ｐ

  
 

【組合せ】 

引張＋せん断 

σ
ｔ
／ｍｉｎ  ｆ

ｔ ，1.4・ｆ
ｔ  1.6・τ  1.0 
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4.6.2 レースウェイの評価方法 

(1) 一次応力評価 

レースウェイの応力評価は，圧縮，曲げ，せん断について評価を実施する。評価は，発

生応力が許容応力に収まることを確認する。 

以下に，発生応力の算出方法を示す。 

【圧縮応力 σc】 

σ
ｃ

= Ｆ
ｘ
／Ａ 

 

【曲げ応力 σb】 

4.6.1 に示す内容と同じため省略する。 

 

【せん断応力 τ】 

4.6.1 に示す内容と同じため省略する。 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（吊ボルト，レースウェイ）は，以下の表 4－13に示す。また，荷重

条件は，常時と地震時増分を考慮した。常時は鉛直下方に重力加速度を作用させた状態とした。 

 

表 4－13 各部品の質量一覧 

項目 

単位体積重量 

及び 

単位質量 

(※)解析モデル体積

及び 

設置数 

質量 

[ton] 
備考 

9φ吊ボルト① - 

9φ吊ボルト② - 

9φ吊ボルト③ - 

レースウェイ① - 

レースウェイ② - 

レースウェイ③ - 

AL メーンランナー - 

アルミライト 

ルーバー 
 

ハンガー① 取付位置に付加質量として考慮 

ハンガー② 取付位置に付加質量として考慮 

ハンガー③ 取付位置に付加質量として考慮 

照明器具  
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4.8 応力の評価 

   4.6.1 項及び 4.6.2 項で求めた各応力が下表に示す許容引張応力ｆｔ，許容曲げ応力ｆb，許容

せん断応力ｆｓ又は許容圧縮応力ｆcであること。 

 

 基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔ 1.5･
2

Ｆ
 

許容曲げ応力ｆb 1.5･
1.5

Ｆ
 

許容せん断応力ｆｓ 1.5･
3･1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力ｆc 

2
λ

1 0.4 Ｆ
Λ

1.5
ν
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

中央制御室天井照明の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を事項以降の【中央制御室天井照明の耐震性についての計算結果】に

示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

中央制御室天井照明の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を事項以降の【中央制御室天井照明の耐震性についての計算結果】

に示す。 
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【中央制御室天井照明の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

中央制御室 

天井照明 
Ｃ 

原子炉建屋 

EL. 23.8＊1 
ＣＨ＝2.05 ＣＶ＝1.56 

 

1.2 評価結果 

項目 応力分類 応力値（MPa） 許容応力（MPa） 

9φ吊ボルト
① 

引張 11 210 

曲げ 94 210 

せん断  1 161 

9φ吊ボルト
② 

引張 10 210 

曲げ 97 210 

せん断  1 161 

9φ吊ボルト
③ 

引張  3 210 

曲げ 68 210 

せん断  1 161 

レースウェイ
① 

圧縮  2 116 

曲げ  6 116 

せん断  1 161 

レースウェイ
② 

圧縮  9 116 

曲げ 49 116 

せん断 42 161 

レースウェイ
③ 

圧縮  9 116 

曲げ  8 116 

せん断  1 161 
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2. 重大事故等対処施設 

2.1 設計条件 

機器名称 
設備 

分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境 

温度 

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

中央制御室 

天井照明 
－ 

原子炉建屋 

EL. 23.8＊1 
ＣＨ＝2.05 ＣＶ＝1.56 

 

2.2 評価結果 

項目 応力分類 応力値（MPa） 許容応力（MPa） 

9φ吊ボルト
① 

引張 11 210 

曲げ 94 210 

せん断  1 161 

9φ吊ボルト
② 

引張 10 210 

曲げ 97 210 

せん断  1 161 

9φ吊ボルト
③ 

引張  3 210 

曲げ 68 210 

せん断  1 161 

レースウェイ
① 

圧縮  2 116 

曲げ  6 116 

せん断  1 161 

レースウェイ
② 

圧縮  9 116 

曲げ 49 116 

せん断 42 161 

レースウェイ
③ 

圧縮  9 116 

曲げ  8 116 

せん断  1 161 

 




